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１．中間財務諸表 
（１）中間貸借対照表 

（単位：千円） 
 

前中間会計期間末 
 

（平成12 年９月30 日現在） 

 

当中間会計期間末 
 

（平成13 年９月30 日現在） 

前事業年度末の 

要約貸借対照表 
（平成13年３月31日現在） 

期 別 
 

科 目 
    金  額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）        
Ⅰ 流 動 資 産        

１． 現 金 及 び 預 金 ※２ 3,199,654  863,145  5,197,087  
２． 受 取 手 形  2,487  －  31,959  

３． 営 業 未 収 入 金  731,426  4,303  948,516  

４． 有 価 証 券  117,488  122,295  323,360  
５． 販 売 用 不 動 産  －  515,422  525,725  

６． 貯 蔵 品  44,041  －  22,025  
７． 関 係 会 社 短 期 貸 付 金  －  353,579  123,717  

８． 未 収 入 金  －  414,718  6,978  

９． 繰 延 税 金 資 産  21,086  26,281  32,824  
10． そ の 他  157,729  124,196  135,935  

11． 貸 倒 引 当 金  
△   9,43

4 
 
△  21,83

0 
 △  13,889  

流 動 資 産 合 計  4,264,479 55.9 2,402,112 30.4 7,334,240 64.5 
Ⅱ 固 定 資 産        

(1)有 形 固 定 資 産        
１． 建 物 ※１ 99,274  96,073  117,809  

２． 器 具 備 品 ※１ 112,666  19,731  127,759  

３． 土 地 ※２ 1,200,770  1,206,930  1,206,930  

有 形 固 定 資 産 合 計  1,412,710 18.5 1,322,734 16.7 1,452,499 12.8 
(2)無 形 固 定 資 産        

１． ソ フ ト ウ ェ ア  410,906  13,624  537,913  

２． そ の 他  13,722  1,323  15,082  

無 形 固 定 資 産 合 計  424,628 5.6 14,948 0.2 552,996 4.9 

(3)投 資 そ の 他 の 資 産        
１． 投 資 有 価 証 券  51,500  368,166  64,223  

２． 関 係 会 社 株 式  784,239  3,316,085  1,157,143  
３． 長 期 前 払 費 用  4,557  701  3,763  

４． 繰 延 税 金 資 産  42,660  41,310  50,810  

５． 差 入 保 証 金  512,152  228,034  509,953  
６． 保 険 積 立 金  87,903  71,825  95,365  

７． そ の 他  82,640  181,677  169,221  

８． 貸 倒 引 当 金  
△  41,25

8 
 
△  42,84

6 
 △  28,103  

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  1,524,395 20.0 4,164,954 52.7 2,022,377 17.8 

固 定 資 産 合 計  3,361,734 44.1 5,502,637 69.6 4,027,874 35.5 

資 産 合 計  7,626,214 100.0 7,904,750 100.0 11,362,114 100.0 
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（単位：千円） 
 

前中間会計期間末 
 

（平成12 年９月30 日現在） 

 

当中間会計期間末 
 

（平成13 年９月30 日現在） 

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

（平成13年３月31日現在） 

期 別 

 

科 目 
 構成比  構成比 金  額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）        
Ⅰ 流 動 負 債        

１． 営 業 未 払 金  316,107  4,794  580,613  
２． 短 期 借 入 金 ※２ 300,000  －  －  

３． 未 払 金  96,705  170,393  343,438  
４． 未 払 法 人 税 等  115,047  47,933  233,663  

５． 未 払 消 費 税 等 ※３ 30,558  －  50,059  

６． 前 受 金  920,552  898  963,112  
７． 関 係 会 社 預 り 金  －  1,250,000  －  

８．
預        り      
金 

 128,049  11,191  80,671  

９． 賞 与 引 当 金  37,984  2,270  35,072  

10． そ の 他  80  3,332  31  

流 動 負 債 合 計  1,945,085 25.5 1,490,814 18.9 2,286,663 20.1 
Ⅱ 固 定 負 債        

１． 退 職 給 付 引 当 金  27,269  16,332  43,893  

２．
預    り    敷    
金 

 2,539,729  2,575  2,584,081  

３． そ の 他  －  －  2,900  

固 定 負 債 合 計  2,566,998 33.7 18,907 0.2 2,630,875 23.2 

負 債 合 計  4,512,084 59.2 1,509,722 19.1 4,917,538 43.3 
        

（ 資 本 の 部 ）        
Ⅰ 資 本 金  985,100 12.9 2,450,768 31.0 2,450,768 21.6 

Ⅱ 資 本 準 備 金  1,147,462 15.1 2,644,023 33.5 2,644,023 23.3 
Ⅲ 利 益 準 備 金  26,825 0.3 38,080 0.5 26,825 0.2 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

１． 中間（当期）未処分利益  956,530  1,267,519  1,327,336  

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  956,530 12.5 1,267,519 16.0 1,327,336 11.7 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  
△   1,7

87 
△0.0 
△   5,36

2 
△0.1 △   4,377 △0.1 

資 本 合 計  3,114,129 40.8 6,395,027 80.9 6,444,576 56.7 

負 債 ・ 資 本 合 計  7,626,214 100.0 7,904,750 100.0 11,362,114 100.0 
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（２）中間損益計算書 
（単位：千円） 

 

前中間会計期間 
 

自 平成12年４月 1日 

至 平成 12 年９月30日 

 

当中間会計期間 
 

自 平成13年４月 1日 

至 平成 13 年９月30日 

前事業年度の 

要約損益計算書 
自 平成 12 年４月 1 日 

至 平成 13 年３月 31 日 

期 別 

 
 

科 目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

Ⅰ 営 業 収 益        
１． リロケーション事業収入  5,797,901  3,099,735  11,821,779  

２． 福利厚生代行サービス事業収入   1,307,228  1,065,525  2,896,847  

３． そ の 他 の 事 業 収 入  227,936  201,731  641,230  

営 業 収 益 合 計  7,333,066 100.0 4,366,993 100.0 15,359,857 100.0 
Ⅱ 営 業 費 用        

１． リロケーション事業費用  5,240,833  2,779,305  10,508,772  

２． 福利厚生代行サービス事業費用   651,632  622,877  1,251,206  
３． そ の 他 の 事 業 費 用  204,821  76,531  566,746  

営 業 費 用 合 計  6,097,287 83.1 3,478,715 79.7 12,326,725 80.2 

営 業 総 利 益  1,235,779 16.9 888,277 20.3 3,033,132 19.8 
Ⅲ 販売費及び一般管理費  949,332 13.0 788,181 18.0 2,025,716 13.2 

営 業 利 益  286,447 3.9 100,096 2.3 1,007,415 6.6 
Ⅳ 営 業 外 収 益        

１． 受 取 利 息  2,328  6,211  11,048  
２． 受 取 配 当 金  81  520  70  

３． 雑 収 入  19,511  12,109  37,214  

営 業 外 収 益 合 計  21,920 0.3 18,840 0.4 48,333 0.3 
Ⅴ 営 業 外 費 用        

１． 支 払 利 息  160  －  382  
２． 自 己 株 式 売 却 損  7,419  －  8,980  

３． 雑 損 失  18,001  17,335  64,605  

営 業 外 費 用 合 計  25,580 0.4 17,335 0.4 73,968 0.5 

経 常 利 益  282,787 3.8 101,601 2.3 981,780 6.4 
Ⅵ 特 別 損 失        
１． 固 定 資 産 除 却 損 ※１ －  785  539  

２． 退職給付会計基準変更時差異処理額   7,430  4,561  14,860  

３． 子 会 社 整 理 損  119  －  119  
４． そ の 他  －  －  22,450  

特 別 損 失 合 計  7,549 0.1 5,346 0.1 37,969 0.2 

税引前中間（当期）純利益  275,238 3.7 96,254 2.2 943,811 6.2 
法人税、住民税及び事業税  112,713 1.5 48,277 1.1 428,488 2.8 

法 人 税 等 調 整 額  15,782 0.2 △ 16,010 △0.4 △  2,226 △0.0 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  146,742 2.0 63,987 1.5 517,549 3.4 
前 期 繰 越 利 益  809,787  1,203,531  809,787  

中間（当期）未処分利益  956,530  1,267,519  1,327,336  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

〔重要な会計方針〕 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 
   ①子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法に基づく原価法 

   ②その他有価証券 

      （時価のあるもの）・・・・・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

      （時価のないもの）・・・・・・・移動平均法に基づく原価法 
 

  (2)たな卸資産 

   ①販売用不動産・・・・・・・・・・個別法による原価法 

   ②貯 蔵 品・・・・・・・・・・最終仕入原価法 
 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

   (1)有形固定資産 
     定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）によって

おります。 
     なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

         建物及び建物附属設備       15 年～47 年 

         器具備品                 5 年～15 年 
   (2)無形固定資産 

     定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。 

   (3)長期前払費用 

     定額法によっております。 
 

 ３．引当金の計上基準 

  (1)貸倒引当金 
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 
  (2)賞与引当金 

個人別の賞与を見積り当中間会計期間が負担すべき金額を算出する支給見込額基準によっております。 

  (3)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期

間において発生していると認められる額を計上しております。 
   なお、会計基準変更時差異（△16,918 千円）につきましては、５年による按分額を費用処理しております。 
 

 ４．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
 ５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理方法 

    消費税等（消費税及び地方消費税、以下同じ）の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象
外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 

 
表示方法の変更 

   「未収入金」は、前中間期まで、流動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末において

資産の総額の 100 分の５を越えたため区分掲記いたしました。 
   なお、前中間期末の「未収入金」の金額は 17,600 千円であります。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係）   

項目 前中間会計期間末 
(平成12年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成13年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成13年３月31日現在) 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 

  

164,944千円 

  

  

63,259千円 

  

  

190,392千円 

  

※２．担保に供されている

資産及び当該担保が付

されている債務 

   

(1)担保提供資産    
  
現 金 及 び 預 金

土 地

計 
  

  
200,000千円 

560,452千円 

760,452千円 
  

  
-千円 

560,452千円 

560,452千円 
  

  
200,000千円 

560,452千円 

760,452千円 
  

(2)当該担保が付されて

いる債務 

   

  
短期借入金 

関係会社借入金に対する保証 

物 上 保 証

計 
  

  
100,000千円 

103,680千円 

437,732千円 

641,412千円 
  

  
-千円 

-千円 

419,992千円 

419,992千円 
  

  
-千円 

-千円 

428,935千円 

428,935千円 
  

 物上保証の内訳は次

のとおりであります。 

 取引先である桜井和子氏の金

融機関からの借入金437,732千

円に対して当社が土地を物上保

証に供しております。 

 取引先である桜井和子氏の金

融機関からの借入金419,992千

円に対して当社が土地を物上保

証に供しております。 

 取引先である桜井和子氏の金

融機関からの借入金428,935千

円に対して当社が土地を物上保

証に供しております。 

※３．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、未払消費税等と

して表示しております。 

同    左 ―――――― 

 ４．偶発債務    

(1)関係会社の金融機関

からの借入金に対する

保証 

   

RELOCATION 

INTERNATIONAL 

(U.S.A.), INC. 

  
（960千米ドル) 

103,680千円 

  

  
（  -千米ドル） 

-千円 

  

  
（ -千米ドル） 

-千円 

  

(2)取引先等の金融機関

からの借入金に対する

保証 

   

桜井和子 
  

437,732千円 
  

  
419,992千円 

  

  
428,935千円 
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（中間損益計算書関係）   

 
項目 

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 

建物 

器具備品 

 

144千円 

641千円 

 

建物 

器具備品 

 

525千円 

14千円 

※１．固定資産除却損の内

訳は次のとおりであり

ます。 

―――――― 

  計 785千円   計 539千円 

 ２．減価償却実施額  
  

有形固定資産 22,526千円 15,361千円 48,997千円 

無形固定資産 23,008千円 36,232千円 68,233千円 
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（リース取引関係） 

 
項目 

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

中 間 期 末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

器具備品 214,157 100,170 113,987 

ソフト
ウェア 27,414 19,189 8,224 

(投資その
他の資産)    

その他資産 7,686 7,380 305 

合計 249,257 126,740 122,516 

  

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

中 間 期 末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

器具備品 24,947 9,752 15,195 

ソフト
ウェア - - - 

(投資その
他の資産)    

その他資産 - - - 

合計 24,947 9,752 15,195 

  

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

器具備品 282,153 84,208 197,945 

ソフト
ウェア 27,414 21,931 5,482 

(投資その
他の資産)    

その他資産 - - - 

合計 309,567 106,139 203,427 

  
 （注）取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込

み法により算定しており

ます。 

（注）  同    左 （注）取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 (2）未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2)未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相

当額 

 
 
１年内 42,427千円

１年超 80,089千円

合計 122,516千円
  

 
１年内 5,369千円

１年超 9,825千円

合計 15,195千円
  

 
１年内 60,733千円

１年超 142,694千円

合計 203,427千円
  

 （注）未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が、

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

（注）  同    左 （注）未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

 (3)支払リース料、減価償却費相

当額 

(3)支払リース料、減価償却費相

当額 

(3)支払リース料、減価償却費相

当額 

 
 
 千円

支払リース料 23,333 

減価償却費相当額 23,333 
  

 
 千円

支払リース料 2,931 

減価償却費相当額 2,931 
  

 
 千円

支払リース料 52,005  

減価償却費相当額 52,005  
  

 (4)減価償却費相当額の算定方

法 

(4)減価償却費相当額の算定方

法 

(4)減価償却費相当額の算定方

法 

  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同    左 同    左 
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項目 

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 ２．オペレーティング・リ

ース取引 
 
１年内 1,776千円

１年超 2,664千円

合計 4,440千円
  

 
１年内 1,776千円

１年超 888千円

合計 2,664千円
  

 
１年内 1,776千円

１年超 1,776千円

合計 3,552千円
  

 
 

 
（有価証券関係） 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 
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（１株当たり情報） 
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 
（重要な後発事象）   

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

一般募集による新株式発行について 

 当社は、平成12年９月11日及び平

成12年９月19日開催の取締役会決議

に基づき、平成12年10月12日付で一

般募集による新株式の発行を致しま

した。 

―――――― ―――――― 

①発行新株式数 

額面普通株式   500,000株 

（新株式発行後の発行済株式数） 

（7,500,000株） 

  

②発行価額   

１株につき5,862円   

③発行価額の総額   

2,931,000千円   

④資本組入額   

１株につき2,931円   

⑤資本組入額の総額   

1,465,500千円   

（増資後の資本金）   

（2,450,600千円）   

⑥申込期間   

平成12年９月20日～平成12年９月21日   

⑦払込期日   

平成12年10月11日   

⑧配当起算日   

平成12年10月１日   

⑨募集方法   

有償一般募集   

⑩資金の使途   

 手取金概算額2,909,000千円

につきましては、投融資資金

1,730,000千円の一部及び設備

投資資金2,128,000千円に充当

する予定であります。 

  

 

(2)その他 

該当事項はありません。 


